
助成対象

文理融合・文系分野の産学公連携を支援します
京都産学公連携機構 平成23年度

文理融合・文系産学連携促進事業
助成対象事業の募集

京都産学公連携機構では、
文理融合・文系分野において産学公連携により研究を推進するグループに助成金を交付することで、
研究活動を創出するとともに新たな産学公連携の取組を支援し、事業化へのステップアップを図ります。

新事業・新産業の創出につながる提案をお待ちしています。

助成金額

申請期間 平成2３年5月23日（月）～平成2３年６月３０日（木）必着

文理融合分野または文系分野で、産学公（産学も可）が連携して新事業・新産業の創出を
目指して調査・研究をするグループのうち、次の要件を満たすもの
※過去に京都産学公連携機構の助成を受けた研究グループは対象外

１件につき50～100万円程度
※予算の範囲内で４～５件程度を採択予定

申請方法

所定の申請書で京都産学公連携機構事務局に申請してください。
申請書のダウンロードはこちらから
http://www.kyo.or.jp/sangakukou/topic_bunri2011.html
※募集要項の詳細は、上記ＵＲＬの京都産学公連携機構のホームページでご覧ください。
※研究グループの代表者が、所属する大学、研究機関、企業を通じて申請してください。

京都産学公連携機構事務局
 TEL（075）229-6455   FAX（075）212-7022
〒604‐0862　京都市中京区烏丸通夷川上ル　京都商工会議所　産業振興部内
 E-mail：sangakukou@kyo.or.jp　 URL：http://www.kyo.or.jp/sangakukou/

申請先・問合せ先

◉新たに発足する研究グループ、または継続的な研究グループであっても
　新たな事業展開に取り組む研究内容であること

◉新たに発足する研究グループの場合は交付決定後３か月以内に発足すること

◉京都府内が研究活動の拠点であること

◉京都産学公連携機構の構成団体の教員・研究者等が１名以上、
　京都府内に本社を置く中小企業が１社以上参加すること

※申請時点において参加企業は予定でも可。京都産学公連携機構の構成団体については裏面を参照



　本機構は、京都における産・学・公が、相互の取り組みを活かしながら一体となって連携・協働
する体制と基盤を構築するとともに、産学公連携による「知の創造」と「知の活用」の好循環を促進
することによって新事業や新産業の創出を支援し、京都経済の発展、活力ある地域づくりを実現す
ることを目的に設立されました。

①京都におけるオール産学公の連携体制と基盤を構築
②産学公連携事業に関する情報共有・交換・発信
③産学公連携事業の促進・支援
④産学公連携に関する調査・提言・要望等の活動

●京都府
●京都市
●京都府中小企業技術センター
●京都府織物・
　　　　機械金属振興センター

●京都市産業技術研究所

● （財）大学コンソーシアム京都
●京都大学
●京都工芸繊維大学
●立命館大学
●同志社大学
●龍谷大学
●京都産業大学
●佛教大学
●同志社女子大学
●池坊短期大学
●京都府立大学
●京都府立医科大学
●京都精華大学
●京都教育大学
●京都橘大学
●京都造形芸術大学
　　　　（京都文藝復興倶楽部）

●京都市立芸術大学
●京都学園大学

●京都商工会議所
●京都経営者協会
● （社）京都経済同友会
● （社）京都工業会
●京都府商工会議所連合会
●京都府商工会連合会
●京都府中小企業団体中央会
● （財）京都産業 21
● （財）京都高度技術研究所
●  一般社団法人京都発明協会
●京都リサーチパーク（株）
●関西ＴＬＯ （株）
●関西文化学術研究都市推進機構
　けいはんな新産業創出
　交流センター

● （財）生産開発科学研究所
● （社）中小企業診断協会京都支部
● JSTイノベーションプラザ京都
● （独）中小企業基盤整備機構
　　 　　　　　　　　近畿支部

●代表幹事……京都府・知事、京都市・市長、京都大学・総長、（財）大学コンソーシアム京都・理事長、京都商工会議所・会頭
●事務局………京都商工会議所産業振興部内（京都府、京都市、京都商工会議所）

平成15年2月19日

京都産学公連携機構とは

設立日

設立目的

構成団体 40団体（平成23年4月現在）

事業内容

産 学 公


